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はじめに

高知県や県内の市町村では、台風や豪雨等による公共土木施設の被災により、毎年多くの
災害査定を受けているところです。

この災害査定においては、査定上のルールや視点があるため、査定設計書の作成に当たっ
ては留意すべき事項があります。

このため、本マニュアルでは公共土木施設災害復旧事業の災害査定で必要とする査定設計
書のうち、図面、積算資料、査定資料等を作成するための一般的な留意事項をとりまとめま
したので参考にしてください。
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１ 図面作成マニュアル



1.1 図面全般
災害図面は、現地でも使用する説明資料のため、できるだけ少ない枚数（小規模災害であれば1枚：全

図）にまとめること。作成においては、災害手帳や担当者会資料及び本マニュアルなどに基づくこと。
また、正・副の表示を赤で行うこと。

全図 例

正

正・副を表記すること。

図面は白黒とする。



1.1 図面全般
図面表題欄は下記を基本とする。

工 事 種 別 ：被災年、工事番号、路線河川名
図 面 名 称 ：全図、または平面図、縦断図、

横断図、展開図、構造図など
縮 尺 ：図面に準ずる
路線河川名：被災した路線名、河川名、施設名
工 事 箇 所 ：高知県 市町村名 大字
設 計 種 別 ：査定図
事 務 所 名 ：高知県出先機関名

県の表題 例



見取りによる平面図（河川災害） 例

原則、見取りによる平面図または既存の台帳等を用いて作成する。

河川流向を矢印で表記すること。
河川名を記入すること。

下流を起点とすること。
下流を左側、上流を右側に配置すること。

仮設道路の経路・延長・幅を図示
すること。

方位記号・縮尺を表記すること。
災害手帳では縮尺は1/500～
1/1000となっているが、小延長
の箇所はこれによらなくてもよ
い。

復旧延長・代表工種数量を表記
すること。

1.2 平面図

起点・終点を表記すること。



既存台帳による平面図（道路災害） 例

路線起点側を図面左側に配置すること。

道路両端に至○○と表記すること。

方位記号を表記すること。

復旧延長・代表工種数量を表記すること。

1.2 平面図

路線名を記入すること。

起点・終点を表記すること。



被災箇所、未被災箇所が
分かるように図示すること。

崩土を除去するまで被災した事実が確認できない工種がある場合、不可視によ
る未申請であることを示しておくこと。この場合、現地着手して不可視の範囲
に新たな被災が確認されれば変更設計（重変）で追加の対象になる。

1.2 平面図



・道路災害で必要性が少ない場合は省略することができる。
・河川災害で復旧延長が20m未満の場合、展開図で縦断図に相当する内容（既設構造物、河床

高、D.H.W.L、最深河床評価高など）が確認できる場合は省略することができる。

展開図で縦断図内容を表記した例（河川）
※河床高、最深河床評価高が現況基面（岩着）、D.H.W.Lが既設護岸高と同一の場合

1.3 縦断図



縦断図を単独で作成した例（河川） 縮尺は縦1/100、横1/1,000を基本とし、復
旧延長が短い場合は適宜変更すること。

1.3 縦断図

計画護岸高 D.H.W.L

最深河床高

計画縦断勾配の妥当性等を説明できる程
度に区域外を必ず追加すること。

D.H.W.L、護岸天端高、最深河床高、根入
線等を記入して、計画の適否を検討でき
るようにすること。



1.4 横断図
・川幅が広い河川においては全ての横断図を全幅横断図にする必要はなく、復旧延長に応じて1断面
（延長小）～3断面（延長大）作成すること。

・視方向は、上流→下流（河川）、下流→上流（砂防）、起点→終点（道路）とすること。

・横断図の配列は、下図のとおりとすること。

NO.0

終点

（河川）

NO.0

終点

（道路・砂防）

横断図の配列 例



復旧工法決定根拠や、申請工法より経済的な工法を
議論する情報となることから、官民境界（被災前・
復旧後）を図示すること。

構造物においては、高さ、法長、勾配、根入、控
厚等が査定時に議論となるため、寸法値を記載す
ること。

道路災害では、
道路幅員を表記すること。

横断図 例
1.4 横断図

※被災前と復旧後の２つの官民境界を図示して
いるのは用地の買収または寄付の場合である。



土砂掘削勾配は床掘高さが1m未満の
場合、垂直とすること。
土砂床掘余裕幅は50cmを標準とする
が、プレキャスト構造物の場合30cm

とすること。
※プレキャスト基礎を使用する場合
は、30cmとする。

土砂掘削勾配は床掘高さが1m以上
5m未満の場合、1:0.5とすること。

河川内の埋戻は転圧無し
（B4）で計上すること。

横断図 例

1.4 横断図

１．００

１：１．５

官

民

境

界

背面の民地は天端幅1.00ｍ
勾配1.5割ですり付ける



岩床掘高さは50cmを標準とすること。
岩床掘余裕幅は30cmを標準とすること。

河川災害では、D.H.W.L、
L.W.Lを表記すること。

横断図 例

1.4 横断図

※岩着の場合についてもプレ
キャスト基礎を標準としてい
ます。



1.5 展開図

計画根入れ寸法をわかりやすくする
ため、現況基面を図示すること。

ポイント（測点）を表記すること。（引き出し線
に沿うよう表記すると分かりやすい）

護岸工の展開図 例

両岸 右岸のみ 左岸のみ

流れ（起終点）に関係なく正面より見た図とすること。
（両岸の場合、左側を起点とする）
河川の場合、流れの方向を表記すること。

測点間の距離や各測点における直高、
法長、勾配を表記すること。

河床地盤線（最深河床等）を記載す
ることにより、護岸高及び根入高の
説明をすることができます。



法枠工においては、数量計算根拠として
枠長の割付図を作成すること。法枠工の展開図（割付図） 例

1.5 展開図



すりつけ・取付・小口止 例

底幅：0.5(m)とすること。

幅は0.3(m)、表小口とすること。
小口止前側型枠については、河川災は化粧型枠とすること。
道路災は基本「滑面」とするが、河川護岸兼用等の河川景観に配慮する必要がある個所については、「化粧型枠」を使用すること。

直高

勾配：1.0m以上5.0m未満は5分
5.0m以上は6分とすること。

すりつけ天端幅＝2.00（直高）×0.5（勾配）＋0.5（底幅）＝1.50
（有効数字3桁とする。）

1.5 展開図



10,000
(5,000)

10,000
(5,000)

i≦5%

i≦5%

擁壁等連続構造物の基礎勾配について

1.5 展開図
擁壁等連続構造物の基礎勾配について
・連続構造物の基礎は水平を基本とし、擁壁の天端勾配、地形勾配によって基礎勾配 i=5%を

限度とし、施工性、経済性を考慮して決定するものとする。
・ブロック積擁壁、重力式擁壁、モタレ式擁壁、井桁擁壁工の基礎の１ブロック長は10ｍを

標準とする。
なお、特殊な場合は、施工性等を考慮のうえ１ブロック長を5ｍとしてよい。

基礎勾配は水平を基本。
やむを得ない場合は５％を
限度とする。



1.6 構造図
・代表的な工種について、詳細な寸法などを個別に記載すること。（擁壁工、基礎工、小口止工、

ガードレール基礎工、排水構造物工、舗装工、アンカー工、仮設道、仮設工など）

・見積り依頼や積算条件として必要となる機能を明示するため、寸法に加えて規格も表記すること。

・単位数量に延長などをかけて数量算出するものについては、単位数量表を作成すること。

・盛土による仮設道標準断面図については、災害手帳を参照すること。（ただし、敷砂利について、
災害手帳では「原則再生砕石とする」とあるが、高知県としての申請は「普通の砕石とする」)

仮設道路構造図の例



コンクリートブロック積基礎コンクリート例
※プレキャスト基礎を基本とするが、やむを得ず現場打にする場合

1.6 構造図



1.7 数量計算
・数量計算は図面の最後に記載すること。（改良系のように別途数量計算書を作成しない）

・数量計算は積算工種体系を十分理解し、積算時に計上漏れが発生しないよう必要な項目、条件を工
種ごとに整理、集計すること。

・足場、水替、交通誘導警備員、目地材、止型枠、大型土のうや化粧型枠の廃プラスチック処分費、
舗装版切断、支障木の伐採・運搬・処分、背後地の法面整形・法面保護など計上漏れが見られるこ
とが多いため、必要数量を抜かりなく計上すること。



・数値基準は災害手帳によるが、土工については100m3未満の基準に高知県基準と相違がみられる
ので、災害申請における土工の数値基準については、高知県基準（100m3未満は1m3）を適用す
ること。

・設計・積算上必要な仕様は数量計算に表記すること。（例：暗渠排水管の径は表記されているが、
シングル・ダブルの仕様が表記されていない）

・産廃処分としての土のう袋重量については、普通タイプ 43g/袋、大型タイプ 2kg/袋とする。
（査定申請参考値）なお、体積を算出する場合は、廃プラスチック換算係数 0.35 t/m3（高知
県建設工事技術者研修会テキスト参照）で割り戻すこと。

例 大型土のう 処分量 120袋
重量換算の場合 120袋 × 2kg/袋 ＝ 240kg

体積換算の場合 120袋 × 2kg/袋 ＝ 240kg

240kg ／ 1000kg/t ／ 0.35t/m3 ＝0.7m3

1.7 数量計算



・数量計算に記載する項目は、積算に含まれるもの、含まれないものを十分理解した上で必要な項目
のみでよい。

例1 コンクリート擁壁
積算上、場所打擁壁工（１）と（２）に区分される。場所打擁壁（１）適用範囲であれば、型

枠・基礎材・目地材などがコンクリート打設歩掛に含まれるため別途積算計上の必要がない。場
所打擁壁（２）適用範囲であればコンクリート以外の必要な材料などを積算計上する必要がある。

例2 ブロック積
土木工事標準単価－コンクリートブロック積工には目地材が含まれるため別途積算計上する必要

がない。共通工ーコンクリートブロック積工には、目地材設置は歩掛に含まれるが目地材材料費
は 含まれないため別途材料費を計上する必要がある。

1.7 数量計算



・土工の数量計算において、土砂と岩が適切に区分されていないことがあるため、現地との整合を確
認すること。また、残土処理が必要な場合、変化率を考慮した数量を算出すること。なお、土の現
場内利用がある場合、岩を優先利用することで品質の向上や経済性で有利になる場合があるので考
慮すること。

数 量 計 算

土工 94K = 3.4 × 12.0 = 40.8m3

96K = 0.2 × 12.0 = 2.4m3

BV3 = 0.6 × 12.0 = 7.2m3

BV7 = 1.4 × 12.0 = 16.8m3

残土処理
岩の利用を優先する場合

岩の締固め後の土量 2.4 × 1.15 = 2.8m3

土砂 = 40.8 - ( 7.2 + 16.8 - 2.8 ) / 0.9 = 17.2m3

変化率を考慮

1.7 数量計算

岩を流用した例



1.7 数量計算

・ペーライン計上の条件に当てはまる場合は、ペーラインによる掘削及びコンクリートについて計上すること。
（詳細は技術管理課の通知を参照）

コンクリート工について
山側擁壁等背面型枠を使用せず直接切土面にコンクリートが接する場合は、岩着10cm、土砂5cmを計上する。
（裏栗石、裏込砕石を施行する場合はペーラインを計上しない）
材料・手間などの計上方法は基準書によるが、記載の無い場合については材料・手間とも計上し割り増しの
対象とする。
均しコンクリートについて、岩着の場合は10cm分を計上する。
小型構造物のペーラインは原則として計上しない。



1.8 工種別
1.8.1 コンクリートブロック積
・間知ブロックは生産性向上及び技術者不足の観点から、極力使用しないこと。

（現場条件等により使用せざるを得ない場合を除く）
・ブロックの選定・積算方法については、「災害復旧事業で使用するコンクリートブロックの積算方法について

（通知）」を参照すること。
・根入れは50cm以上とする。河川災（兼用護岸含む）の根入れは1.8.2より決定すること。
・裏込砕石については、上端における裏込め材の厚さは30cmを

基本とし、道路構造物で背面の地山が良質な場合には、
20cm程度とし、切土部における裏込め材の厚さは等厚に設置
してよい。

・ブロック積（張）基礎については、プレキャスト基礎ブロックを
原則とする。
ただし、プレキャスト基礎ブロックの使用が困難な場合は、
現場打基礎ブロックを使用してもよい。

・岩着の場合についても、必要に応じてプレキャスト基礎ブロック
を使用してもよい。

・土圧が小さい等の経験則を適用する場合の直高の考え方は、
右図の通りとし、控厚については、災害手帳によること。

・大型化ブロック及び大型ブロックの使用を基本とし、

控長については、災害手帳により決定する。

基礎コンクリート
(σck=18N/mm2)

中詰コンクリート
(σck=18N/mm2)

1:
0.
5

1
:
0
.
4

天端コンクリート
(σck=18N/mm2)

裏込砕石

砕石 t=20cm
(岩着の場合は施工しない)

ブロック控厚
30050

直
高

5
0
0
以
上

20cm

20cm



1.8 工種別
1.8.2 河川構造物
・ブロック積を適用する場合は裏込めコンクリートを計上しない。（道路兼用護岸の場合は計上可能）

・ブロック積の基礎砕石は原則計上しない。（地盤が軟弱な場合は計上可能）

・大型ブロック積擁壁で、高さ5.0m以上となる場合は地盤支持力の照査が必要なため、平板載荷試験
を技術管理費に計上すること。（岩着を除く）

・小口止は表小口とする。

・原形復旧の考え方のもと、美しい山河を守る災害復旧基本方針（A,B,C表）で植生、景観ブロック等
の工法選定をすること。（後述2.5美しい山河を守る災害復旧基本方針参照）

・ブロック積の勾配は、原則として災害手帳をもとに決定すること。ただし、これによらない場合は、
構造上問題がないことの根拠（説明）が必要となる。

・河川構造物計画高については、既設護岸高（上下流の未被災箇所より決定）、背後地盤高、D.H.W.L、
対岸高などより決定すること。



1.8.2 河川構造物
・堀込河道で背面に残留水圧が生じる場合には、水抜きを設け、水抜きには吸出防止材を設置

すること。ただし、水抜きの位置については、平常時の水位以上とする。

河川構造物根入れについては下記のとおりとする。

（１）①現況最大洗堀深 ②実績最大洗堀深 ③推定最大洗堀深 より最大洗堀深を決定
※①現況最大洗堀深：被災箇所及び周辺の最深河床を測量により実測した値

②実績最大洗堀深：洪水後の後続流等により埋め戻される前の最大洗堀深の値
③推定最大洗堀深：低水路幅、水深、河床材料、曲率半径等から経験式を用いて推定した値

（２）最大洗堀深と縦断図（平均河床高など）より最深河床高の評価高を決定

（３）根入れは最深河床高の評価高から小河川では0.5～1.0ｍ、その他の河川では1.0ｍ～1.5ｍ程度
確保し、洗掘状況、流速、水衝部、河床材料、被災原因や上下流の構造物の根入れを考慮し
設定すること。



１）局所洗堀が起こり、現況の最深河床高をもとに現況最大洗堀深を決定する。

一般的に使用される①現況最大洗堀深 例

（②、③については災害手帳、美しい山河を守る災害復旧基本方針参照）

２）現況最大洗堀深と、平均河床高などにより縦断計画を検討し、最深河床高の評価高を決定する。
３）河川規模や被災形態を総合的に判断し、0.5～1.5mの根入れ高を決定する。

1.8.2 河川構造物



1.8.2 河川構造物

根固ブロックの敷設幅は災害手帳（Ｒ６手帳Ｐ４７４）に記載の計算式により求めるものとする。

Ｂｗ＝Ｂｓ＋Ｄｌｓ/sinθ

Ｂｗ ：根固工の敷設幅
Ｂｓ ：護岸前面の平坦幅（ブロック１列又は２ｍ程度以上）
Ｄｌｓ：根固工の敷設幅（ΔＤ）と最大洗掘深（ΔＨ）の高低差
θ ：河床洗掘時の斜面勾配（３０°を用いてよい）

根固工の必要重量は、計算（護岸の力学設計法等）や現地周辺の既設根固ブロックの状況を確認し、決定すること。
重量の重いブロックを使用した方が、設置個数が減り経済的になる場合があるので、必ず確認すること。
※令和５年１０月に河川砂防技術基準、護岸の力学設計法が改定となっているので、必要重量の計算方法に注意するこ
と。

根固ブロックの下には吸出防止材を設置すること。

なお、根固工の敷設高を変更した場合、必要となる敷設幅・重量も変更となることに留意すること。

根固工と護岸の間に間隙が生じる場合は、石をかみ合わせた間詰めをすること。



プレキャストガードレール基礎を用いる場合でも、土圧が小さいと判断できる場合には「経験に基づ
く設計法」を適用し、直高と背面勾配によりブロックの控厚等を決定すること。

なお、直高Hの考え方はプレキャストガードレール基礎を含んだ高さとする。
土圧が小さいと判断できない場合には、個別に安定性の照査を行い、構造を決定すること。
土圧が小さい場合の条件は、道路土工－擁壁工指針または災害手帳により確認すること。

1.8.3 道路構造物



1.8.3 道路構造物
既設構造物としてガードレールがない場合、ガードレール及びガードレール基礎のみの申請は出来な

い。ただし、被災前の状況が立木やアースマウンドがガードレールの代わりをしていたことが説明でき
る場合、ガードレールの申請は可能とする。（災害申請工法のポイント参照）

被災前
立木がガードレールの機能を有していた

査定申請
ガードレール及びガードレール基礎申請可能



・用地の制約が少ない場合は、盛土による経済的な復旧工法についても検討すること。

盛土による経済的な復旧

1.8.3 道路構造物



・擁壁の根入れについては、山留・路側とも雨水・流水の洗堀を考慮し、50cm以上確保すること。
ブロック積の根入れについても50cm以上確保すること。

・大型ブロック積擁壁で、高さ5.0m以上となる場合は地盤支持力の照査が必要なため、平板載荷試験
を技術管理費に計上すること。（岩着を除く）

擁壁根入れ：50cm以上
ブロック積根入れ：50cm以上

1.8.3 道路構造物

0
.5
0



1.8.3 道路構造物
・ブロック積等の施工時の掘削影響に伴う舗装の復旧について、下記の点に注意して舗装の施工範囲を決定すること。

①災害復旧を実施することで新たな弱点部を作らない。
縦断方向の打継ぎ目を車輪走行上に作らない。（下記①参照）
路面のクラック上に打継ぎ目を作らない。

②品質が確保できる構造とすること。
舗装端部の転圧が困難な構造（例：三角形）で取合せしない。（下記②参照）

・災害で舗装が被災した場合には、被災した箇所から雨水が浸透し路盤の細粒分が流出し緩み等が発生するため、路盤の施工範囲
については、緩み等の範囲も考慮すること。緩み範囲が特定できない場合は、被災箇所から＋１００ｃｍ程度余分にとる。

舗装被災箇所

緩み範囲または100cm程度

路盤復旧範囲

表層
路盤

表層については、前述の点に注意して、
施工範囲を決定する
※必ずしも路盤と合わせる必要なし

表層復旧範囲

路盤については、被災箇所以外にも、舗装被災箇所に加えて
緩みの範囲も考慮して決定すること。緩み範囲が不明な場合は
＋100ｃｍ程度とする。



1.8.4 仮設工
○仮設道路

標準断面での施工による仮設道路の縦断勾配は15％を限度とする。やむなく、これ以上の勾配
となる時は、別途検討すること。

○大型土のう
大型土のうについては、原則、耐候性（１年もの）を使用すること。長期にわたって使用する

ことが明らかな場合は、その理由を行程表等で整理し、３年ものを選択すること。
※通常の大型土のう袋は屋外での使用を想定しておらず、2ヶ月以上経過すると破損する恐れが

ある。また最大積載量が1ｔとなっているため、土砂を1m3中詰めすると積載オーバーになる。

大型土のう製作・撤去時に使用する土砂は基本ほぐした土量で計算し、運搬数量は地山土量に
変換して計算すること。

土砂運搬：1m3（大型土のう：ほぐした土量）÷1.2（土量変化率）＝0.83m3（地山土量）



２ 積算資料作成マニュアル



路側 例 山留 例

2.1 工法選定表

道路災害等は、復旧工法の決定根拠資料として、施工可能な工種から選定した３案以上の比較表の作成を
行う。

※ 現形復旧を基本とするが、現地特性、経済性、施工性等を総合的に判断し、決定する。

設計書に添付



切土のり面におけるのり面保護工の選定フロー 例

法面保護工や植生工等、対象工種の選定根拠として、災害手帳の選定フローを整備しておくこと。
また、フロー図のYES・NOや矢印を着色しておく。

※ 法面保護工（モルタル吹付）を行う場合は、吹付厚を決定した根拠を整理しておく。

設計書に添付



植生工の選定フロー 例 土壌の調査 例

厚層基材吹付厚についてはフロー図のみでなく、気象条件（年降水量）、土壌の調査（土壌
硬度、ｐH値）や勾配・地山状況（クラック間隔等）についても整理し吹付厚さを決定する。

※ 災害手帳では｢厚さ3～5cm｣というような幅を持たせた表記となっている場合があるが、基本最低値で
あることに注意する。

設計書に添付



崩壊部の確認 例 構造計算 例

吹付法枠工については、崩壊部の状況を確認し、構造計算により枠断面及びスパンの決定を行う。

必要に応じて提示

※ 構造計算は平均勾配ではなく、実際の現地の横断勾配
の中で、最も不利な条件で行うこと。



経済比較図表作成 例

吹付法枠工の枠断面及びスパンが構造計算上、複数選択される場合は、展開図を作成して数量を
算出し、直接工事費により経済比較を行い決定する。

設計書に添付

採用



ブロック選定表(景観ﾌﾞﾛｯｸ) 例 ブロック選定表(植生ﾌﾞﾛｯｸ) 例

河川災害のブロック積工においては、｢美しい山河を守る災害復旧基本方針｣に基づき、それぞれの
河川環境に適したコンクリートブロックを複数選定し、施工単価を含めて決定する。

※ 施工単価については、ブロック積、ブロック張及び
小型車加算の有無等で単価が変わるので注意する。

設計書に添付



産廃処理場比較表 例 産廃処理場位置図 例

2.2 産廃処理場及び残土処分場

災害箇所からの運搬距離および処分料を考慮して、処分候補地の経済比較表を作成し、決定する。

※ 産廃処理場の位置を示せる資料も必要

設計書に添付



残土処分場比較表 例 残土処分場位置図 例

※ 査定時までに残土処分場を決定できない場合は、土砂運搬距離２㎞として計上する。（災害手帳 参照）

※ 現場施工条件（小規模等）を考慮した施工単価で比較表の作成を行う。

設計書に添付



作成 例

2.3.1 A表（災害復旧箇所河川特性整理表） ｢美しい山河を守る災害復旧基本方針｣ 参照
現地調査により被災箇所の河川の状況、周辺の状況等の河川特性及び被災原因を把握し、災害復旧工法を

立案するための基礎とする。

チェックリストの所見欄には、チェック項目に対応して、どのような考えで計画しているのか簡潔に記載しておく。

申請者所見欄

2.3 ｢美しい山河を守る災害復旧基本方針｣ に基づく申請書類

河川災害復旧事業（兼用護岸を含む）については、多自然川づくりの考え方に基づく復旧とし、災害に対
する備えだけでなく、従前から有している河川環境の保全を図る。

そのために災害箇所および上下流区間の河川・環境特性を把握し被災原因を分析するために机上調査・現
地調査を行い、A表、B表、C表に基づき復旧工法の検討を行う。
資料については、全国防災協会ＨＰより最新版（H30．6）を入手して使用すること。

設計書に添付



作成 例

2.3.2 B表（設計流速算定表） ｢美しい山河を守る災害復旧基本方針｣ 参照

被災断面及び現況河川勾配等を確認し、代表流速条件入力シートに必要値を入力し算定する。

設計流速について
算出された設計流速については、法覆工選定（C表）を行う
際に用いる値となる。

※ 最大洗掘深は、川幅、水深、河床材料から評価
する推定最大洗掘深と、被災現場から推定する
現況最大洗掘深及び実績最大洗掘深のいずれか
大きい方とする。（A表及びB表に必ず記載）

設計書に添付



作成 例

2.3.3 C表（法覆工選定） ｢美しい山河を守る災害復旧基本方針｣ 参照

設計流速算定表（B表）で算出した流速を赤線で表示し、決定した工法を赤枠で囲む。

流速を赤線で表示決定した工法を赤枠で囲む

設計書に添付



流量算出根拠 例

2.4.1 水替え根拠資料

低水位における流量を算出し、必要な排水能力を示す。
（根拠が示せない場合は、排水量〔m3/h〕０以上４０未満とする）

※ 担当者会資料参照

2.4 仮設関係

仮設工については申請漏れがないよう十分に注意し、根拠をまとめて適切に計上すること。

設計書に添付



水替え日数算出 例
(積算システム使用の場合)

水替え日数の算出は、直接工事費（仮設工を除く）が４０万円未満の場合は８日、４０万円以上の
場合は所定の計算式により算出する。（災害手帳・担当者会資料 参照）

設計書に添付



経済比較作成 例

2.4.2 仮設道根拠資料

仮設道を設置する場合は、航空（ドローン）写真や遠景写真等に仮設道路の計画を反映し、最適な
仮設道路計画であることを整理する。
また、構造について、盛土と敷鉄板のいずれも施工可能の場合は、経済比較を行い決定する。

※ 土工は標準施工及び小規模
施工で金額が異なってくるので
十分注意する。

仮設道設置に当たっては、土地所有者の使用（借地）承諾書が必要となる。
また借地料が必要な場合は、共通仮設費積上分に役務費として借地料を計上すること。
（土木工事標準積算基準書 第１編 総則 第２章工事費の積算 参照）

設計書に添付



現況流量計算 例 仮排水管断面の算定 例

（φ400 NG） （φ500 OK）

2.4.3 仮設排水管根拠資料

仮設排水管を設置する場合は、管径の決定根拠を整理すること。

設計書に添付



締切に使用する大型土のうの設置高さ

2.4.4 大型土のう数量根拠資料

査定時に用いる大型土のうの数量は、必要設置面積（高さ×延長）÷１個当たり面積（1.08×1.10）
で算出するものとし、特に河川災害の締切に使用する場合は、必要設置高さの考え方に注意すること。
（査定上、大型土のうの数量は実際に必要となる個数でないことに注意）
〔災害手帳・担当者会資料 参照〕

締切対象水位は締切後の水位（L.W.Lを基本に、施工期間や現場条件を考慮し適切に設定）を想定して、
これに必要に応じて若干の余裕高（0.3mまでの範囲）を見込む。

設計書に添付



実施予定工程表より算出した 例

2.4.5 仮設材賃料期間の算定

工事の規模や内容を踏まえ、案１～案３を参考にして、賃料期間の算定根拠を整理しておくこと。
※設計変更にならないよう、できるだけ精度の高い算出ができるよう留意すること。

設計書に添付

【案１】工程表を根拠とした算定方法

仮設材の賃料期間を、実施予定工程表より算出する。

賃料期間を算出。
（月単位は30日で除して算出）



（積算システム使用の場合）日当たり作業より算出 例

【案２】日当たり作業量からの算定方法

仮設材の賃料期間を、日当たり作業量より算出する。
（この場合、休日を考慮した日数（×不稼働係数）で計上を行う）

算出された作業日数を基に、休
日を考慮して賃料期間を算定す
るが、土木工事標準工事日数と
の関係も確認を行う。
※ 小数点は切り上げ
（月単位は30日で除して算出）

仮設材を必要とする、必要最小限の
期間のみとし、また、重複作業を両
方カウントして過大にならないよう
に注意。

〔過大となる例〕
土の運搬数量が多い場合、ダンプトラッ
ク1台の日当たり作業量で除すると作業日
数が過大となるため、想定される台数を
考慮して日当たり作業量を決定する。

設計書に添付

個々の計算は少数第2位を四捨五
入し少数第1位まで算出すること。



土木工事標準日数より算出 例

【案３】土木工事標準日数からの算定方法

仮設材の賃料期間を、土木工事標準工事日数より算出される日数から準備、後片付けの日数を
除いた日数で算出する。

設計書に添付

請負対象金額

工種別、請負対象金額より標準
工事日数を算出。
（施工不能日を含む）

準備期間 ＋ 後片付け期間
（必要な期間を想定）

賃料期間を算出。
（月単位は30日で除して算出）



運搬費比較表作成 例

打込み、引抜きを伴う仮設材については、土木工事積算基準書 第Ⅱ編 共通工 第５章 仮設工
にある打込み、引抜き期間を考慮すること。

仮設鋼材の運搬費については、最寄りの事業所について在庫等の調査を行い、運搬可能な事業所
からの運搬費（高速道路使用も含む）を算出し、比較して決定する。
（積算の手引き・労務及び資材単価表 参照）

設計書に添付



（積算システム使用の場合）日当たり作業より算出 例

2.4.6 交通誘導警備員根拠資料

交通誘導警備員については、日当たり作業量より必要人役を算出するものとし、配置人数については、
現地の地形等を考慮して、配置計画図等を添付すること。（担当者会資料 参照）
全面通行止による施工で交通誘導員を配置する必要がある場合は、その必要性を説明できる資料を作成すること。
なお、工事の規模が大きい場合や、この算出方法で乖離が見られる場合、工種が多岐に渡る場合などについては、
２．４．５【案１】を 参考に算出するのが望ましい。

作業日数×必要人数の合計を計上する。
（小数点は切り上げ）

設計書に添付

交通誘導警備員を必要とする期間のみ
とし、また、重複作業を両方カウント
して過大にならないように注意。

〔過大となる例〕
土の運搬数量が多い場合、ダンプトラッ
ク1台の日当たり作業量で除すると作業日
数が過大となるため、想定される台数を
考慮して日当たり作業量を決定する。

個々の計算は少数第2位を四捨五
入し少数第1位まで算出すること。



配置計画図作成 例

※ 工種毎に配置人数が異なる場合は、工種毎の配置計画図を作成する。（担当者会資料 参照）

設計書に添付



消費税等相当額補償 要否判定フロー

2.4.7 補償関係根拠資料

災害工事に伴い補償が発生する場合は、補償の対象となる立木、墓、電柱等の対象物の写真を全数撮影し、一覧表で整理
しておくこと。

また、消費税等相当額補償の要否判定フロー等により消費税等相当補償の要否を確認し根拠資料を添付すること。
（電柱移転などで消費税等相当額の補償が不要にもかかわらず、補償費に消費税相当額を計上している事例があった）

設計書に添付



2.5.1 構造計算書等

現場打擁壁工、８ｍを超える大型ブロック積工、法枠工、アンカー工、ロックボルト工、橋梁工、
仮桟橋工、その他特殊構造物については、査定時に提示できるように設計根拠資料を整理する。

2.5 その他

査定時に提示可能なものとして資料の準備を行う。

必要に応じて提示



３ 査定資料作成マニュアル



3.1 被災水位（D.H.W.L）確認資料

水位の設定がない河川では、河岸高の５割以上を超えていることが容易に判断できるように資料を整理す
ること。写真は全景と近景を撮影し、可能であれば複数箇所準備しておくことが望ましい。
（作成例：１）

被災箇所に明確な痕跡が確認できない場合は、上下流を調査し、確認できた痕跡から、縦断図や展開図等
を用いて、被災箇所のD.H.W.Lを推定し説明すること。（作成例：２）

1
/
1
0
0

例

計画高

10.000

最深河床高

DL=0.000

現況護岸高

1/500

凡

復旧延長 L=16.2m

P
.
0
.
0

P
.
4
.
0

P
.
1
6
.2

痕跡確認
P.ｰ10.0

痕跡確認
P.20.0

D.H.W.L

被災水位説明資料 作成例：１ 被災水位説明資料 作成例：２

被災箇所の上下流で痕跡を確認し、
２点を結んで、被災箇所のD.H.W.L

を推定する。

1.40÷2.10＝0.67≧0.5 OK

設計書に添付



同意書（買収） 例 同意書（無償） 例

3.2 用地取得同意書

様式については以下の例を参考にして、用地取得同意書を準備しておく。

※ 買収又は無償のどちらの場合も同意を得ておく必要があることに注意する。
※ 権利者の確認のため、公図などを提示できるよう、準備しておくこと。

（仮設等で用地を借地する場合は、使用〔借地〕承諾書が必要）

設計書に添付（コピー可）



二重採択防止協議 例

3.3 二重採択防止資料

兼用工作物の災害復旧においては、以下の例を参考に、二重採択防止の協議を行うこと。
二重採択防止箇所が複数あり、一覧表でまとめて協議している場合は、査定時に該当箇所が
一目で判るようマーキング等をして、設計書に添付すること。

設計書に添付（コピー可）



二重採択防止協定

 本表は公共土木施設災において査定申請する場合のみに適用すること
 表中の「○」が記入された両者間で協定を行うこと

林業
事務所長

○

○

○

〇

〇

〇

○

○

○○6

7

市町村（道路又は河川）と市町村（林業）

市町村（道路）と市町村（河川） ○ ○

県（道路）と県（河川）

県（道路又は河川）と市町村（道路又は河川）

県（道路又は河川）と市町村（農業）

県（道路又は河川）と市町村（林業）

市町村（道路又は河川）と市町村（農業）

1

2

3

4

5

○ ○

○ ○

農業振興
センター所長

○

○

〇

土木所長 市町村長
(道路) (河川) (道路) (河川) (農業) (林業)

○

○

二重採択防止の協定者については、下表の通りとする。



被災前状況説明資料  例

3.4 被災前状況説明資料
査定時には、下記の被災前状況説明資料を作成し、被災前状況を具体に説明できる点検状況等の資料（巡

視報告、出水期前点検、住民通報、写真等）を準備の上、説明すること。
この資料がないと、採択要件にある【現に維持管理されている公共土木施設】の説明ができません。

査定時に提示

巡視報告
（パトロー
ル日誌）

定期（出
水期前）
点検

住民通報 写真 その他

○○川 3 ○ ○ ○

○○川 1 ○ ○

県道○○線 1 ○ ○ 交通量自動車　230台/日

河川名・海岸名・
路線名等

査定
箇所数

維持補修に
関する計画
策定の有無

点検状況等の説明資料
　　　　　備　　　　　考
（説明資料が「その他」の場合
に資料の内容を記載）
（道路の場合は交通量も記載）

過去の災
害後の点
検

原則、この範囲のいずれかに
「○」が付く

維持補修に関する計画（施設の長寿命化に関するものを除く）が策定されている場合は、
その履行状況を説明することにより、点検状況等の資料の説明は省略できる。
ただし、被災前状況を説明する資料は準備し、査定官等からの求めに応じ説明できる体制とする。

※

※申請箇所毎に被災前状況を説明できる資料を作成（ただし、様式への記入は包括して記入）


